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1. ｢規制産業と料金･価格制度｣概要

1-1. 概 要

問題設定 - 規制産業の価格･料金制度分析

テーマ - 自由選定 ( 中間報告迄変更可 )

日程概略 - ～5月: 基本的情報提供･解説

(この間に｢予察｣･テーマ選定)

5月末: 中間報告 (作業計画）

～6月: ノウハウ提供･支援

(中間～最終報告迄に作業)

～7月: 最終報告

※ 入念に｢予察｣をしてからテーマを選ぼう！
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1. ｢規制産業と料金･価格制度｣概要

1-2. FAQ

予備知識 - 前提としない

特に計量経済学の知識は不問

夏期･冬期- 通期でのテーマ選定を推奨するが

単期完結も可

採点基準 - 以下の 4つ

- テーマ選択や分析手法の｢整合性｣

- 作業計画･内容の｢合理性｣

- シミュレーション･分析の｢妥当性｣

- 結果の評価分析と解釈の｢的確性｣

相談･質問 - 戒能メールアドレス宛 24時間可
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2.  概況説明

2-1. ｢規制産業と料金･価格制度｣とは

規制産業とは

- 何らかの理由から不完全競争状態

を前提としなければならない時に

政府が規制によって経済厚生を

改善しようとしている産業

- 本講では｢経済的規制産業｣が対象

料金･価格制度とは

- 規制産業の料金･価格を決める制度

- 主に｢家計｣を対象とするもの多し
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2.  概況説明

2-2. 料金･価格制度

料金･価格制度の法的形態

法定･条例料金 - 料金を国･地方公共団体が

直接制定

認可料金 - 料金を定める場合、国(所

管大臣)の事前認可が必要

届出料金 - 料金を定める場合、国(所

管大臣)に届出が必要

← 近年は｢事後チェック型届出｣など制度が多様化
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2.  概況説明

2-3. 料金･価格制度の例

料金･価格制度の具体例(現状)

（法定料金) - 診療報酬、介護報酬 (→別講へ)

（条例料金) - 水道･下水道料金、粗大ゴミ料金

（認可料金) - 電気･都市ガス料金

- 鉄道･バス運賃、高速道路料金

（届出料金) - 電気通信料金、国内航空運賃

- 郵便料金(一部認可制)

※ 公租公課(ex. 租税、社会保険料･NHK）など

財サービスの直接的対価でないものは除外 7



2.  概況説明

2-4. 料金･価格制度の現状(2009･家計調査)

(法定)  保険医療費 ¥ 76,462   (対総支出 2.51%)

(条例)  上下水道料 ¥ 49,213   (対総支出 1.62%)

(認可)  電気代 ¥ 98,527   (対総支出 3.24%)

都市ガス代 ¥ 34,992   (              1.15%)

鉄道運賃 ¥ 38,190   (              1.25%)

有料道路料 ¥ 7,329   (              0.24%)

(届出)  移動電話料 ¥ 79,986   (対総支出 2.63%)

固定電話料 ¥ 31,418   (              1.03%)

航空運賃 ¥ 5,879   (              0.19%)

郵便料 ¥ 4,572   (              0.15%)    .

合計(含その他)           ¥ 329,210   (             10.08%)
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2.  概況説明

2-5. 料金･価格制度と規制改革

→ 発端は｢内外価格差の深刻化｣

→ ｢規制緩和･改革｣政策の進展に伴い’90年代

中盤から殆どの制度で｢制度変更｣を実施

→ 電力･都市ガスの場合大きく２段階 (‘94, ’99)

電気事業 都市ガス事業

ヤードスティック査定化 ‘95                ‘94

発電部門入札化 ‘95 ---

部分自由化(小規模)          ‘95(特定) （’94)         

部分自由化(大規模)          ‘99(特高)           ‘94

部分自由化(再拡大)            ‘03-05              ‘99 9



3. ｢予察｣の進め方

3-1. テーマ案

1) 自由化政策の価格･料金への影響評価

2) 自由化/規制分野の混在下の費用配賦評価

3) 従量多段階料金と社会政策･省エネ政策

4) 固定料金約款(｢使い放題｣料金)の妥当性

5) 低公害機器などへの優遇料金制度設計

6) 混雑期別･時間帯別料金(ＤＳＭ)制度設計

7) 完全独占料金と赤字補填問題

← 下へ行くほど難易度大･要求予備知識量増加

← これらのテーマはあくまで｢例示｣
10



1） 自由化政策の価格･料金への影響評価

- ’90年代前半迄は、電力･都市ガスなどは地域独
占制による完全規制料金であった

- ’90年代後半から電力･都市ガスなどの部分自
由化政策を開始し産業･大口部門を自由化した

- 当該部分自由化の進展とともに、価格･料金は
大幅に低下して推移している

←  価格･料金の変動の中から、各種の外的要因
の影響を除いた｢自由化の効果分｣を推計する
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2) 自由化/規制分野の混在下での費用配賦評価

- ’90年代後半からの部分自由化の結果、都市ガ
スや航空運賃などでは供給費用が大幅に低下

- ところが、自由化分野･競争分野の料金は大幅
に低下したが、規制分野･独占分野は横這い

- 供給費用低下分が自由化/規制分野や競争/独
占分野の間で正しく配賦されなかった可能性有

←  価格･料金と費用の変化を比較分析し、自由
化/規制分野の混在下での費用配賦を検証する
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3) 従量多段階料金と社会･省エネ政策

[注: 計量経済学の履修後を推奨]

- 規制料金の多くは｢固定･従量二部料金｣制であ

るが、電力などではさらに従量料金部分を多段
階化･累進化し、低所得者と省エネに配慮

- ところが、都市ガス･水道などでは従量料金が一
定だったり｢大口割引料金｣が実施されている

←  低所得者への配慮や省エネルギー･省資源

の観点などから、都市ガス･水道などの料金を
多段階型に変更した際の効果を推計する
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4) 固定料金約款（使い放題料金)の妥当性

- 通信･ガス･水道などの規制料金の中に、定額
の固定料金約款(使い放題料金)が設定され選
択できるものがある

- 固定料金は大口需要者には便利であるが、需

要量による差別料金であり、需給調整機能がな
く無用の追加需要を生じるなどの問題がある

←  固定料金と従量固定二部料金が混在する状
況での固定料金の妥当性(条件)を検証する
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5) 低公害機器などへの優遇料金設定

[注: 計量経済学の履修後を推奨]

- 電気自動車などの低公害自動車･機器に対し、

エネルギー料金や高速道路料金などの公共料
金を割引くという政策が実施･検討されている

- しかし、これら低公害自動車･機器の便益が厳

密に評価されている訳ではなく、多くの場合単
純に｢料金半額｣などの措置が採られている

←  低公害自動車･機器などの便益や優遇による
普及効果を見積もり妥当な優遇料金を設計する
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6) 混雑期別･時間帯別料金(DSM)制度設計

[注: 計量経済学の履修後を推奨]

- 電気料金や高速道路料金では、混雑時の季節･

時間帯に料金を上げ、閑散時に下げることによ
り、需給調整を行うことが実施･検討されている

- しかし、実際にどの程度料金を調整すればよい

のか、という点での定量的評価は少なく、電気
料金などでの実施例での検証も十分でない

←  電気料金･価格などの現実の事例から、混雑
期別･時間帯別料金制度を設計し評価する
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7） 完全独占料金と赤字補填問題

[注: 計量経済学の知識が必須, 難易度大]

- 地方交通･水道など公営企業の多くは地域完全

独占であるものの赤字であり、地方公共団体の
財政から補填を受けて経営を継続している

- しかし、赤字であるからといって料金や費用が

適正という保証はなく、実際に過大な人件費や
放漫投資など非効率の存在が指摘されている

←  具体的な独占公営企業を例に、同種･類似の

民間企業と経営効率を比較し、当該公営企業
の料金設定や赤字補填の妥当性を検証する

17



3. ｢予察｣の進め方

3-2. 何をしたら｢評価｣したことになるか

- 価格･料金制度の評価上の着目点は

｢費用･便益がどう変化したか｣
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3. ｢予察｣の進め方

3-3. 部分均衡による余剰分析

- 費用･便益の変化は部分均衡による余剰分析で

定量化可能

19数 量

実質価格･費用

需要 D

X0

0

Q0

+  消費者余剰 CS

+  生産者余剰 PS

社会的余剰 SS

= 消費者余剰 CS
+ 生産者余剰 PS
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3. ｢予察｣の進め方

3-4. 部分均衡による余剰分析を用いた｢評価｣
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3. ｢予察｣の進め方

3-5. 手際よく進めるには - 評価の場合(1)

- 価格･料金制度の評価上の着目点は

｢費用･便益がどう変化したか｣

- (1) まず評価対象とする価格･料金制度の変更

などの｢事象｣を仮決めする;

←  なるべく大きな制度上の｢事象｣を選ぶこと

- (2) 当該｢事象｣の前後の期間で 5年毎･15年分

程度データを予備収集し、粗く費用･便益が

｢事象｣によりどう変化したかを観察 (概査)
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3. ｢予察｣の進め方

3-6. 手際よく進めるには - 評価の場合(2)

- (3) ｢事象｣前後で殆ど費用･便益の変化がない

場合･悪化した場合など、状況に応じて作業

仮説を設定し、作業計画案を立てる

- (4) 外部要因の除去方法など作業仮説からの

｢精査｣の進め方や留意点については、今後

数回に分けて講師が｢実例｣で説明

- (5) ｢概査｣段階でブレが激しい場合、時系列で

のデータがない場合には早めに｢方針転換｣

← ｢大失敗｣しないコツ 22



3. ｢予察｣の進め方

3-7. 手際よく進めるには - 評価の場合(3)

- 簡単な図を書いてみると見通しが良くなる！
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4.  有益な情報源

4-1. 制度の概略･価格･数量などの情報源(1)

- 殆どの規制産業の価格･料金制度の概略

← 消費者庁“公共料金の窓” HP

http://www.caa.go.jp/seikatsu/koukyou/

← 但し｢鵜呑みにすべからず｣

- 規制産業の価格･料金制度変更の経過･推移

← 政策制度変更の際には必ず｢審議会｣が

開催されている

← 各所管省庁の｢白書類｣･｢審議会資料｣の

うち｢事象｣の前後年度分を探すこと
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4.  有益な情報源

4-2. 制度の概略･価格･数量などの情報源(2)

- 消費者物価(含規制料金･価格)の推移

← 総務省統計局“消費者物価指数” HP

http://www.stat.go.jp/data/cpi/

- 規制料金･価格の評価対象の需給量推移

← 各所管官庁がＨＰ上で統計値を公開したり、

｢○○統計年報｣｢ハンドブック｣類を発行

← 該当量がない･途切れている場合に要注意

- 一般的情報収集なら「国会図書館ＨＰ」が秀逸

http://rnavi.ndl.go.jp/research_guide/
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4.  有益な情報源

4-3. 制度の概略･価格･数量などの情報源(3)

- 規制料金･価格の評価対象の費用推移

← 規制産業の財務諸表や決算報告書はその

殆どが一般公開されている

← 電力･水道などの場合、ここから料金･価格も

推計可能

← 財務諸表･決算報告書の読み方は少し工夫

が必要、講師が説明する実例でノウハウを

つかむこと
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